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第１章　業務内容
　 （目的と概要）
第１条　本業務は、神戸市水道局の設計基準に合わせた設計が可能となるよう特別仕様内容を適用した水道配水管工事における工事数量算出補助システムの構築を行うものである。

（設置場所）
第２条　設置場所は神戸市水道局総合庁舎（神戸市中央区橘通３丁目４番２号）とする。

（構築期限および履行期限）
第３条　構築期限は令和〇年〇月〇日とし、
履行期限は令和○年○月○日とする。

（業務内容）
第４条　工事数量算出補助システムを構築し、構築後は履行期限までの保守を行うこと。

　（用語の定義）
第５条　この仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
１　「発注者」とは、神戸市水道局をいう。
[bookmark: _GoBack]２　「受注者」とは、業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した個人若しくは会社、その他の法人をいう。又は、法令の規定により認められたその一般継承人をいう。
３　「調査職員」とは、契約図書に定められた範囲内において受注者又は管理技術者に対する指示、承諾又は協議の職務等を行う職員をいう。
４　「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括等を行う者で、受注者が定めた者をいう。
５　「照査技術者」とは、成果物の内容について技術上の照査を行う者で、受注者が定めたものをいう。
６　「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。
７　「指示」とは、調査職員が受注者に対し、業務を実施する上で必要な事項について書面をもって示し、実施させることをいう。
８　「承諾」とは、契約図書で明示した事項について、発注者もしくは調査職員または受注者が書面により同意することをいう。
９　「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。
「書面」とは、手書き、印刷等による伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名または押印したものを有効とする。ただし、緊急を要する場合は、FAXまたは電子メールにより伝達できるものとするが、後日有効な書面と差し替えるものとする。
１０　「構築期限」とはシステムの構築および基本動作確認を完了する期限を指す。これにより、システムが設計基準に準拠し、正常に動作する状態を確保することを目的とする。
１１　「履行期限」とは業務完了までの契約期間を指す。履行期限内に確認された不具合や修正が必要な箇所については、受注者が速やかに対応し、発注者の承認を得るものとする。

　（一般事項）
第６条　
１	受注者は、本業務における業務従事者を選任すること。管理技術者は、作業従事者の指揮監督を行うとともに、業務の遂行について水道局との連絡調整を行うこと。
２	受注者は、本業務に従事するすべての者の名簿を提出すること。
３	受注者は、本業務における作業従事者及び作業人数に変更が生じた場合は、速やかに名簿により報告すること。
４	管理技術者は、本業務に際し庁舎へ立ち入る場合、作業を行う日の７日前までに作業従事者の氏名、性別、生年月日、住所、連絡先電話番号を記載した作業員名簿及び作業人数一覧を庁舎毎、日時毎に作成し水道局へ提出すること。
５	受注者は、本業務について調査職員と十分に協議を行い、調査職員の指示に基づきながら計画的に業務を遂行すること。
６　受注者は、本業務に関して水道局より提供されたデータ（紙、電子データ等を含む）については、事前に水道局の了解を得た場合を除き、原則として複写、複製しないこと。また、提供されたデータは使用後速やかに水道局に返却すること。
７　受注者は、水道局が保有する設計書類等の情報資産を水道局庁舎外に持ち出す場合は、事前に水道局の許可を得ること。
８　受注者は、本業務に際し他の事業者と関連する場合には、互いに協調し作業への便宜を図ることとし、業者間のレビューを開催した場合は、その内容を議事録とし、レビュー終了後速やかに水道局へ報告すること。
９　本仕様書に定めのない事項で疑義または提案事項が生じた場合は、水道局と受注者が協議し、解決するものとする。

（提出書類）
第７条　提出書類及びその提出時期については次表のとおりとする。なお、提出書類は全て日本語で記載し、原則としてA4版で作成すること。なお、電子媒体(ワード・エクセル)にて作成したものを併せて提出すること。提出様式は、本業務独自様式を用いること。
	様式
	書類名
	提出期限
	部数
	備考

	様式-1
	着手届
	契約締結後14日以内
	2部
	

	様式-2
	業務履行計画表
	契約締結後14日以内
	2部
	

	様式-3
	業務担当者届
	契約締結後14日以内
	2部
	経歴書添付

	様式-4
	緊急時における連絡体制表
	契約締結後14日以内
	2部
	自由様式

	様式-5
	業務履行報告書
	翌月の5日以内
	2部
	

	様式-6
	業務完了届
	完了時
	2部
	

	様式-7
	委託業務等に係る打合簿
	打合せ後の2日以内
	2部
	FAX、電子メールも可

	-
	その他
	
	
	調査職員の指示、または必要に応じて


上記に示すほか、水道局が必要とする書類については、その都度提出すること。また、本業務において導入する機能及びソフトウェアに関するマニュアルや技術資料等がある場合には全て提供すること。

（業務完了検査）
第８条　業務完了届は、履行期間内に提出することとする。

（疑義）
第９条　本業務の内容に疑義が生じた場合及び本仕様書に定めなき事項については、互いに誠意を持って協議し、その解決を図るものとする。



第２章　工事数量算出補助システムの機能
　 （基本機能）
　第１条　本システムに必要な基本機能は次のとおりとする。
　　　１　システムは神戸市水道局事務処理PC内で動作が完結するよう構築を行うこと。事務処理PCは下表を想定スペックとする。
[image: ]
　　　２　システムを複数起動できること、または、1つのシステム起動画面で複数の図面情報を表示できること。
３　水道管（送配水管、給水管及び仮設配管）布設工事及び撤去工事の設計ができること。また、条件を設定し自動で配管設計ができること。
　　　４　舗装本復旧工事（区画線設置、誘導ブロック設置等の付帯工事を含む。）の設計ができること。
　　　５　位置図、平面図、横断図、縦断図、断面図、詳細図、舗装本復旧図等の図面作
成ができること。
　　　６　作成した図面データを使用して、自動で数量計算できること。
　　　７　工種ごとに数量計算機能が使用可能なこと。
　　　８　作業途中であっても任意に作業を中断し、作業内容の保存ができ、再度作業を容易に行えること。
　　　９　操作に不慣れな設計担当者のことを考慮したリボンメニューでの操作機能を有していること。
　　　１０　作業用途に合わせたメニュー切り替え（配管、数量計算、舗装本復旧、CAD作図　等）ができ、メニューのカスタマイズがユーザー毎にできること。
　　　１１　セキュリティ機能を有しており、ユーザー毎に権限を設定できること。
　　　１２　CAD機能をコマンド入力にて起動できること。
　１３　CAD操作履歴がウィンドウ表示できること。
　１４　１図面で扱えるレイヤ数がＮ個以上であること。
　１５　１レイヤで扱える図形数がＮ個以上であること。
　１６　今後リリースされる最新バージョンのDWG・DXF・SXF・JWCAD形式のファイルの入出力ができること。
　１７　基本CADソフトウェアがAUTOCAD（Autodesk社）と同じ操作体系であること。
　１８　DWGの2018形式のファイルが変換やインポートせず読込、編集、保存ができること。
　　　１９　標準で準備されていないフォントをインストールして使用できること。
　　　
　　　２０　上記に関して神戸市水道局特別仕様に改装できること。

（背景図作成機能）
　第２条　設計図作成に必要な背景図を作成する機能は次のとおりとする。
　　　１　スキャナで読み取ったラスターデータ（TIFF G4形式等）及び市販のデジタルマップ等のベクトルデータ（DXF形式）を背景図として利用できること。
　　　２　背景図の読み込み、縮尺調整、修正等ができること。
　　　３　背景図を、図面上の自由な位置に配置することができること。
　　　４　背景図として取り込んだベクトルデータのレイヤをそのまま取り込めること。

　 （配管機能）
　第３条　配管作図画面上において、必要な配管機能は次のとおりとする。CADの作図ではなく、システム上の機能で実現できること。
　　　１　管路作図機能
　　　　(１)送配水管、給水管、仮設配管、既設管及び他占用物の作図ができること。
　　　　(２)既設管（送配水管、給水管及び仮設配管）の撤去の作図ができること。
　　　　(３)不断水工事（不断水式仕切弁、不断水式Ｔ字管）、栓設置工事等の作図が容易にできること。
　　　　(４)管種、継手、口径等から、管材料の検索ができること。
　　　　　　また、材料の追加登録ができること。
　　　　(５)Ｔ字管等の支管を利用した設置角度設定や、曲管のひねり配管等ができること。
　　　　(６)配管作図後の配管の変更（管材料の方向、弁栓類の設置等）ができること。
　　　　(７)仕切弁、消火栓、空気弁、障害物よけ（伏せ越し、迂回等）は、材料の組合せが登録されており、選択することで配管ができること。また、材料の組合せの追加登録ができること。
　　　　(８)作図を変更することなく、数値入力から切管延長の補正ができること。
　　　　(９)配管地点の地盤高及び配管土被りのデータを入力することによって、斜距離計算による配管ができること。
　　　　(１０)配管表示は、管記号表示及び管種・口径別の線表示ができること。また、弁栓類の誇張表示ができること。
　　　　(１１)配管作図後、全配管情報をリストアップしたウィンドウを表示できること。また、リストは工区で抽出できリスト上で選択した配管操作（検索、位置確認）ができること。
（１２）作成した図面間で配管の複写・移動ができ数量が計上できること。
（１３）一体化長計算式のカスタマイズ
　　　仕切弁前後の一体化長計算式を設計基準に基づくものとすること。
　　　２　自動作図機能
　　　　(１)直管、異形管等の自動配管機能を有すること。
　　　　(２)許容曲げ角度を利用した直管の自動カーブ配管機能を有すること。また、許容曲げ角度を超えた配管になる場合は、曲管の自動配管機能を有すること。
　　　　(３)背景図のベクトル図形等から一定のオフセットを設定し、その位置に自動配管ができること。
　　　　(４)管路布設状況（管口径、土被り、水圧、土質等）から一体化長の値を算出する自動計算機能があること。また、条件別（管口径等）に一体化長の値を設定できる機能があること。その一体化長の値に基づき、自動的に特殊押輪又はライナの配置ができ、配置後手動で特殊押輪と普通押輪又はライナの有無の切り替えができること。
　　　　（５）図面上の切管を集計し甲乙組み合わせ直管として換算した結果をウィンドウ表示できること。また、組み合わせ結果より最適な挿し口加工処理を自動ででき、ウィンドウ上で指定した切管を　甲から乙　もしくは　乙から甲　に変更が出来ること。
　　　３　不正配管防止機能
　　　　　許容曲げ角度、切管最小寸法、口径、管種等の自動確認機能で、不正配管防止ができること。
　
  （土工事設定機能）
　第４条　配管作図画面上において、必要な土工事設定機能は次のとおりとする。
　　　１　施工条件別（管種、口径、土被り）に土工標準断面の設定ができること。また、任意断面の設定ができ内容を画面上で凡例図として確認できること。
　　　２　不断水工事（不断水式仕切弁、不断水式Ｔ字管）、栓設置工事の土工事設定ができること。
　　　３　配管ルートごとに施工条件（昼夜、掘削幅・深さ、土被り、埋戻土、舗装種別、土留等）、工区及び工種の設定ができること。なお、管工事と土工事は個別に設定ができること。
　　　４　土量集計において、既設管及び新設管の管・弁室の体積控除ができること。
　　　５　配管を多条に布設する場合の土工断面の設定ができること。また、土工数量を
布設管の口径により按分して計上できること。　　　
　
　（設計図作成機能）
　第５条　図面レイアウト画面において、必要な設計図作成機能は次のとおりとする。
　　　１　任意の用紙サイズ上に各種図面を任意の位置に配置ができ、図面枠及び図面表題欄作成機能を有すること。また、配置した図面の移動、複写、縮尺変更等ができること。
　　　２　工事名・工事場所データを図面表題に自動反映させることができること。
　　　３　職員が作成したワード・エクセルでの材料表・労務表をコピーして図面に貼り付けることができること。
　　　４　画面上で作図した配管等を基に、配管詳細図の作成が任意の縮尺でできること。また、3次元視点での表現ができること。
　　　５　作成した配管詳細図の直管が連続する箇所をまとめて省略し、注釈の配管名称についてもまとめて標記できること。
　　　６　配管作図画面上で作図した配管等を任意の範囲、レイヤ及び縮尺を指定して切り出し、平面図として図面レイアウト画面に貼り付けができること。
　　　７　土工断面図（掘削・埋戻断面図）の自動作成ができること。また、図面上の自由な位置に任意の縮尺で配置することができること。
　　　８　平面図、配管詳細図等において、管材料、管工事及び土工事の自動旗上げができること。また、旗上げに記載する項目が任意に設定できること。
　　　９　他占用物も含めた横断図の作成ができ、図面上の自由な位置に任意の縮尺で配置することができること。また、道路幅員等の寸法が任意の単位で表示できること。
　　　１０　縦断図の自動作成ができ、図面上の自由な位置に任意の縮尺で配置することができること。
　　　１１　舗装本復旧工事の作図、数量計算ができること。
　　　１２　変更設計図は当初設計図を自動的に複写して作成できること。その際に、当初土工事設定等を複写して利用できること。また、複数回の変更設計図の作成ができること。
　　　１３　変更設計図では当初配管ラインを残したまま設計数量に反映されないよう設定に移すことができ、かつ印刷時に自動で非表示印刷にできること。
　　　１４　他の設計書で作成された設計図を参照複写する機能を有すること。
　　　１５　出力図面に対してユーザーが行った位置調整や文字編集等の内容は、図面の再出力時も破棄されずに保持されること。
　　　１６　図面出力後の管割変更や弁栓類の追加・削除時、システムが修正・更新する範囲は当該の追加・削除箇所のみに限定すること。その他の未変更箇所は、初期化されず既存の状態を維持すること。

　　（印刷・出力機能等）
　第６条　印刷・出力等に必要な機能は次のとおりとする。
　　　１　図面印刷機能
　　　　　印刷前に印刷プレビュー画面で印刷内容の確認ができること。また、出力先（プロッタ又はプリンタ）が任意に選択でき、用紙サイズ及び出力範囲を指定して縮小又は拡大印刷ができること。
　　　２　図面データの出力機能
　　　　　作成した図面をDXF形式に出力できること。
　　　３　帳票印刷機能等
　　　　(１)印刷前に印刷プレビュー画面で印刷内容の確認ができること。
　　　　(２)各種計算書を画面上で確認でき、また印刷できること。
　　　　(３)数量計算結果を、CSV形式等の汎用形式で出力できること。
　　　　(４)数量計算結果を、PDF形式に出力できること。 
　　　４　数量計算書Excelファイル出力機能
　　　　(１) 数量計算結果を、神戸市水道局が定める数量計算書様式のExcelファイルに出力できること。
　　　　(２) 当該Excelファイルを利用者が改修した場合であっても、改修後のファイルに対して再出力が可能であること。
　　　　(３)Excelファイルに出力する際、想定した入力箇所以外に数量が記入された場合等について、エラーチェックを行う機能を有すること。
５　数量の分割出力機能
　　　　　補助工事の発注を想定した、数量計算書数量のアロケーション出力機能を有すること。


　　（神戸市水道局特別仕様内容）
　第７条　神戸市水道局向けの特別仕様内容は次のとおりとする。
　　　１　各種基準書への準拠
設計・数量計算は、水道配管用仕様書、配管土工の標準化積算（基準書）、土木工事共通仕様書、土木工事標準積算基準書、水道事業実務必携に基づき実施すること。
　　　２　使用材料の追加
　　　　　設計基準に基づき使用材料を追加すること。追加する資材数はN個程度とする。
　　　３　材料シンボルの変更
　　　　　材料シンボルを設計基準に基づき変更すること。変更するシンボルはN個程度とする。
　　　４　材料名称の変更
　　　　　明細書や図面への材料表示を、神戸市の設計基準に基づき変更すること。
　　　５　舗装構成の登録
　　　　　国県市道の舗装構成を標準土工断面として登録すること。登録数はN断面程度とする。
　　　６　システムのカスタマイズ
　　　　　積算基準や使用材料など改訂作業が必要になった場合、本業務完了後も対応可能であること。
　　　７　バージョンアップへの対応
改修したシステムにもバージョンアップが可能であること。
　　　８　バージョンアップ方法
アップデートは利用者による簡易な操作のみで完了であるものとし、事業者による個別のPCに対する直接的な更新作業を不要とすること。






　第３章　業務打ち合わせ
（業務打ち合わせ）
第１条　業務打ち合わせ
１　システムの構築・導入にかかる工程を作成し、水道局担当職員と打ち合わせを行うこと。
２　システム構築・導入作業の内容について、水道局と協議のうえ決定すること。
３　神戸市水道局特別仕様内容の詳細な打ち合わせを行い、作成を進めること。
４　打ち合わせ回数はN回とする。
５　システムの導入後は履行期限まで保守サポートを行い、システムの運用状況・修正の必要について、報告を行うこと。


第４章　システム導入
（システム設置）
第１条　システム設置は下記のとおり行う。
１　ライセンス管理用ソフトウェアを水道局が指定する場所にインストールする。
２　ネットワークや局内の他システムへの影響が無いように作業を行うものとする。
（導入）
第２条　神戸市特別仕様を適用したシステムを導入後、システムの動作確認を行うこと。
　　　　不具合等がある場合には修正を行うこと。
１　基本動作テスト等の手順案を作成すること。
２　調査職員立会いのもと基本動作テストを実施し、調査職員の承認を得ること。
３　作業に当たっては、水道局の業務に極力支障を及ぼさないよう留意すること。
４　納入物品に瑕疵等があった場合には、速やかに修正を行うこと。
　（操作手順書）
第３条　システムの運用・操作手順書の作成を行うこと
１　水道局職員が、運用および操作が出来るように手順書の作成を行うこと。
　　ここでいう運用とは、システムの改修が必要となった場合の対応や、アップデートの窓口対応など、本市職員がシステムの操作以外に必要な作業全般を指す。
（システム教育・研修）
第４条　導入後のシステム運用が円滑に行えるように下記の操作研修を行うこと。
１　システム管理者向けシステムの操作説明、操作研修。
２　操作担当者向けシステムの操作説明、操作研修。 （２回）




第５章　保守サポート
　（システム保守）
第１条　本システムの運用が円滑に行えるように、システム保守を行うこと。
     
　　　１　導入時は局担当者及びシステム管理者に操作指導講習を行うこと。
２　システムバージョンアップは無償で行うこと。（OS対応は除く）
　　　３　連絡手段は電話、電子メール、FAX等とすること。
　　　４　平日8：45～17:30の間、電話によるサポート専用窓口を設置し、本システムの使用方法問い合わせ対応、不具合発生時の対応を行うこと。
　　　５　電話、電子メール、FAX等によるサポートで解消できない不具合事象が発生した場合には、翌営業日の現地対応を行うこと。ただし、緊急時にはこれによらず速やかに現場対応を行うこと。
　　　水道局が管理する機器に起因する不具合の場合には、水道局に連絡を行う。
　　　６　システム導入後、システムの動作状況、不具合の発生の有無を確認し、システムに修正の必要ある場合には、履行期限までに修正を行うこと。
　　　　　（導入から履行期限までに動作状況の確認し、システムの修正の有無を確認すること　１回以上）
　　　７　保守期間は、システム構築期限の翌日から履行期限までとする。





第６章　業務成果品
  （成果品）
第１条　下記成果品を導入までに神戸市水道局指定場所に納入すること。
１　本システム　　　　　　　　　　　　　　　　１０ライセンス
２　設計CADシステム操作マニュアル　　　　　　　N部
３　マニュアルデータ　　　　　　　　　　　　　　１式
４　関連ソフトウェア　　　　　　　　　　　　　　１式
５　導入報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
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image1.emf
項番 項目 事務処理用PC

1 基本形式 A4 サイズのノートパソコンを基本とする 

2 CPU 2 ギガヘルツ (GHz) 程度の 64ビットプロセッサ 

3 メモリ 8 ギガバイト

4 ストレージ（SSD） 128GB 又は256GB 容量には空き容量を含む。 

有線ネットワーク ※ 1000BASE-T/100BASE-TX 対応 

無線ネットワーク IEEE802.11ax, Bluetooth 

6 表示機能 TFT カラー液晶ディスプレイ 

7 インターフェイス USB ポート×2（USBインターフェース Ver2.0）以上

項番 ソフトウェア名称 機能

1

Windows 11 Enterprise

(64bit)

OS 

2

Microsoft Edge

Google Chrome

ブラウザ 

3

Microsoft Office

professional Plus 2016　(32bit)

オフィス統合製品 

4 .NET

AP 実行環境 

5 Windows Defender

ウイルス対策

6 NFC Port Software

認証関連 

7 日立指静脈認証管理

認証関連 

8 VDI インストールパック

VDI 

9 Adobe Acrobat Reader

PDF ﾌｧｲﾙ表示 

5


